
 

地域経済と産業動向 2008 年５月     

                
行く川の水の流れは絶えずして・・・・・・

｢テクノロジーによって限界は取り払われたのに、古いルールは残したままだった｣(『チェン

ジ・ザ・ルール』エリヤフ・ゴールドフラット著/三本木亮訳)。環境が変化しても、人の行動や判断基

準は、容易に変化するものではない。社会は、最適を求めて変化しているが、どんな時にも、そ

の変化の着地点が見えている訳ではない。 

先月は、価格体系の変化が幅広く生じると述べた。その価格体系の変化に振り回されているの

は、企業社会も同じだ。個人生活の分野は、論理だけで割り切れるものが少ないので、一層複雑

だ。その複雑さの集大成である世間を治める政治的判断になれば、混乱の領域に入ってくる。 

例年５月は、連休で精神が落ち着いた後に３月期決算会社の業績発表が始まる。昨年は、上場

企業の業績が４期連続で最高益を更新した。中旬になれば、夏のボーナスが話題に上る。昨年は、

５年連続の増加だった。下旬には、１—３月のＧＤＰが公表される。昨年は個人消費、輸出双方

の拡大で９期連続の増加だった。つまり昨年のいまは、全てが上向いていた。 

今年は、概ね逆回転。外部の変化は、一気に企業活動から個人生活にまで見直しを迫っている。

その変化の速さに、社会は上手く対応できていない。それは、長い将来の地域社会に影響を及ぼ

すかも知れない。 

 

モノの値段はグローバル化しても、財布はローカル 
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全国一律価格になってきたガソリン円

Source：石油情報センター、Bloomberg
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ドバイファテ原油価格

(右目盛でバレル当り円)

東京

大阪

兵庫

為替はスポットレートで換算

ドバイファテは産出油田名
原油は３ヵ月先行させて表示している

08年４月は７日時点の価格

 価格体系の変動は幅広く生じている。上昇という形で表面化してきたこの動きは

国際化した商品分野で、よ

り激しく、しかも地域を問

わない形で起きている。ガ

ソリン小売価格の場合、か

つては東京、大阪、兵庫で

価格に違いがあった。しか

し、ここ３年は殆ど同じ水

準に収斂して来ている。 

全国が一律化してきたそ

の価格は、ドバイ原油価格の動きと連動している（グラフではドバイファテ価格を３ヵ

月先行させて表示）。しかし、消費者側では地域によって、収入構造や支出判断には

違いがある。 
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業態を問わず、５月に財布を開けさせるのは難しい 
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大阪市百貨店

(右目盛)

神戸市

百貨店

神戸市スーパー大阪市スーパー

小売にとって５月は３番底の月

ゴールデンウィーク中の旅行者総数は、国内外ともに減少が予想されている（Ｊ

ＴＢ『旅行動向調査』）。この

月、消費者は正月と同様に

長い休暇を取得し、ショッ

ピング以外への支出を増

やす。小売業にとっては販

売実額を増やし難い月だ。

この結果、５月の小売市場

は業態を問わず、同じ様な

波動を示している。それは、

市場規模が巨大な大阪市

の百貨店市場でも、相対的に小さい神戸市のスーパー・マーケットの市場でも変わ

らない。 

 

支出総額のさや寄せも進んでいる 
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支出側から見た５月の消費実額(グラフでは縦線で表示)は、その年の１月と同水準

になることが多い。過去７

年平均で、５月の支出総額

は大阪市と神戸市が１月

支出額の96％、東京都区部

で99％だった。この比率を

今年の場合に当てはめれ

ば、５月の支出額は昨年同

月比で大阪、神戸が共に

１％未満の増加、東京は

３％の減少となる。昨年の

夏以降、支出総額は３都市間での差が縮まってきている。どうやら、支出面から判

断した物価の上昇は地域的な収入差を超えて全国画一化の傾向を強めている。 

 

支出抑制策には地域差がある 

しかし、消費の構造には地域差が存在する。価格変動に対する対応の変更は、購
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入回数が多いものから生じる。その対応には地域差がある。 
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大・菓子

大阪市と神戸市で購入頻度が高い上位10品目を見ると、大阪市の10番目が乳卵類、

神戸市はパンに代わるだ

けで、９品目は共通してい

る(08年１･２月平均)。これを

過去３年間の５月平均と

比較すると、購入頻度、支

出金額の双方で圧縮傾向

にある事が分かる。 

特徴的なのは、神戸市が

購入頻度を減らす傾向が

強いのに対して、大阪市で

は支出金額を減らす消費行動が鮮明なことだ。両市とも、葉茎菜に関しては頻度、

金額の双方で増加させているが、これは季節的な変動要因が大きい品目だ。これを

除く殆どの品目では、全般的な節約姿勢が鮮明に出ている。 

 

大阪府は、なおも流出が止まっていない 
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大阪府

東京都区部

兵庫県

大阪市

神戸市

全体では転出が止まらない大阪、兵庫

この地域的な差異は、世帯構造に影響されている可能性がある。我が国の人口は

核都市への集中化が進んでいる。日本全体で見れば、東京都区部が2000年頃を境に

減少から増加へ転じ、人口

吸引力を強めている。大阪

府は一貫して減少してい

る。ただ、大阪市だけで見

れば、ここ数年は増加傾向

にある。この動きを左右し

ているのは社会増減だ。 

人口の変動は域内での

出生死亡に伴う自然増減

と、転入転出による社会増減で生じる。このうち、地域内での生活環境や仕事を求

めての転入転出による増減は、その地域の魅力・経済力を反映している。大阪市は

増加、大阪府全域は改善に向かってはいるが、なおも人口の、従って人材の流出域

であり、兵庫県全域は、神戸市同様に均衡線上にある。 
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自然増に繋がる魅力作りが課題 
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社会増男

社会増女

自然増男女

自然増が低下してきた兵庫県

兵庫県は人口の域外流出率が大阪府よりも低いとは言え、自然増の潜在力は低下

傾向にある。転入増による

社会的要因は、短期的には

人口の増加（従って消費増を

産み出す）に繋がるが、経済

要因に左右される不安定

さもある。 

自然増は、新生児によっ

てもたらされる。これは、

出産可能年齢の女性増をその背景に必要としている。長期的な地域経済力は、出産

可能な女性人口を増加させ得るか否かに依存している。その点で、兵庫県での女性

社会増の低下は、将来の人口安定感を約束していない。 

 

変化が教えてくれる今後の課題 
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世帯に占める65歳以上－18歳未満人員
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大阪市

東京都区部

神戸市

神戸市世帯における高齢者比率は、大阪や東京よりも高い。世帯主年齢で比較し

ても、大阪市が56歳なのに対して神戸市は59歳、東京都区部も56歳なので大都市の

中では高齢化率が高いと

言える。 

神戸市の高齢化率が高

いのは、自然増（新生児）に

よる相殺要因が低いからだ。

このことは、購入頻度順位

で子供用下着や乳児服、保

育所・幼稚園費用などへの

支出が、回数、実額のいずれで見ても大阪市よりも下位にあることからも推定され

る。他方で、紅茶、刺身盛合せ、焼酎などは神戸市の方が上位にある。５月にはこ

の違いが、消費にどんな変化を与えるのかが一層明確になってくる。それは、将来

への課題が何であるのかも示唆することになる。             (神保) 
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